
人 5,239

665

5,904

補助額決算　（見込み含む） 665

正規職員人件費 0.57

人

0.27 人

0.00

評価
項目

事業費合計 3,165

事業費に占める補助金の割合

自主性は
高い

団体活動の自主性

配布個数

自主性は
低い

件

21%～40%

③
経
　
　
　
費

団体の活動費の総額 665

補助金支出額当初予算 665

臨時的任用職員賃金

一般会計≪会計種別≫

32,500

単位

回

個

Ｈ

担
当
部
課

部課コード 020400 ℡ 2998-9399

平成 24 年度事務事業評価表（団体運営費補助用）　　　　　

危機管理課
020411

事業コード
暴力団排除推進協議会交付金

①事務事業名

年度

根拠法令

②
事
　
業
　
の
　
内
　
容

協議会の活動を支援し、市民の暴力排除意識の高揚を図る。

団体における実施事業
の概要

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 防犯対策室開始年度　　　昭和 63 年度 → 終了年度　　　平成

団体

平成

章 安心・安全 節

補助の目的（どのよう
な効果を目指している
か）

基本
方針

24

①暴力団の資金源となる振り込め詐欺被害防止啓発を実施。
②薬物乱用防止のため、啓発リーフレットを県立高校に配布。
③平成２３年８月１日施行の埼玉県暴力団排除条例のＰＲを西武ドーム球場で行った。

団体への加盟数

52

22 年度 （千円）

単位

665 665

（千円） 平成平成 23 年度

2,500

0.00 人

（千円）

665

22

年度

Ｈ 23 H24見込み 将来目標

④
指
　
　
　
標

　 項目名 計算方法

団体活動実績

振り込め詐欺防止啓発回数 実施回数

暴力団関連相談件数 相談件数（所沢警察署受付）

啓発物配布数

2 2 1

77 45

成果指標 振り込め詐欺被害件数 被害件数（１～１２月：暦年）
件

％ 「実績」の縮小を図る

「実績」の拡大を図る

0

81%以上 61%～80% 41%～60%

補助の方向性 縮小拡大 現状維持

暴力団の資金源となっている振り込め詐欺被害件数は年々増加しており、今後はさまざまな媒体を通じ啓発を行っていく必要がある。また、協議会に積極的に加入
を呼びかけ、暴力団排除に向けた意識の高揚を図っていく必要がある。

ある程度
自主的である

危機管理課長　越阪部　一評価日 H24.5.31 評価者職氏名

評
価
理
由

所沢市暴力団排除推進協議会交付金交付要綱

犯罪被害者支援推進協議会補助金、防犯協会交付金

補助開始の背景 暴力団による発砲事件の発生を機に、昭和６３年８月に市内の各種団体で組織された「所沢市暴力団排除推進協議会」が設立されたことによる。

総合計画の体系

分野別計画・指針

防犯

関連・類似事業

防犯のまちづくりを推進します

20%以下

⑤
評
　
　
　
　
価

終了　　）

　　***** 　　*****

目標値

達成率

0

実　績 32 16

37,460

0

32,000

⑥
環
境
影
響

原因活動( 暴力排除活動の支援 )

有益な
環境影響

（重大なもの
には○）

○ 防犯のまちづくりの推進

原因活動( リーフレットの作成 ) 規制を受ける
主な環境法令
等の名称有害な

環境影響
（重大なもの
には○） ）

公害（大気汚染・騒音等）の発生

その他（

廃棄物の排出

天然資源(森林･化石燃料)の減少

有害な影響を
与える緊急事
態の内容）その他（


